
証券コード　９３５９
2019年６月６日

株 主 各 位
名古屋市港区入船一丁目７番40号

代表取締役社長 後 藤 正 三
第96回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第96回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2019年６月２６日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年６月２７日（木曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市港区入船一丁目７番40号

当社　本社２階　アミティホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第96期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第96期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案
第４号議案

剰余金の処分の件
定款一部変更の件

　取締役１２名選任の件
　取締役及び監査役の報酬額改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款
第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通
知の提供書面には記載しておりません。なお、当該「連結注記表」及び「個別注記表」は、監査役及
び会計監査人が監査報告の作成に際し監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。
　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
　　　　　　　　　　当社ウェブサイト（https://www.isewan.co.jp/）
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（提供書面）
事　 業　 報　 告

（2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国の経済は、相次いだ自然災害の影響や海外経済の不確実性、

　　　また米国の保護主義的な通商政策の動向により国内の経済状況を押し下げる懸念が存在した
　　　ものの、雇用情勢の改善や高水準な企業収益を背景に、設備投資の増加や個人消費の持ち直

　　　　しの動きが見られるなど、景気は緩やかな回復基調が続きました。
名古屋港における物流業界の輸出入貨物におきましても、景気の回復基調が好影響をもた

らし、堅調に推移しました。
このような状況のもと、当社グループにおきましてはコスト管理の徹底と業務の効率化を

一層推し進め、企業体質の強化を図ってまいりました。また、これまで築き上げてきた国内
　　　及び海外のネットワークを駆使し、経営理念である世界をトータルサービスで結ぶ国際物流

　　　　業者を目指して、当社グループの総力を結集し、高度化かつ多様化する顧客のニーズに応え
　　　　た物流サービスを提供できるよう取り組んでまいりました。

こうした取り組みのなか、自動車を始めとした製造業の旺盛な生産活動に牽引され、設備
投資に対する意欲が高まり、設備機械及び金属加工機を始めとした取扱貨物量全般が増加し
たこと等により、当連結会計年度の売上高は511億3千3百万円となり、前連結会計年度に比
して9.1％増となりました。
　作業種別の内訳は次のとおりであります。

船内荷役料72億5千万円（前連結会計年度比1.6％減）、はしけ運送料1億9百万円（同
24.1％減）、沿岸荷役料82億円（同2.8％増）、倉庫料25億8百万円（同11.5％増）、海上
運送料94億8千8百万円（同15.8％増）、陸上運送料68億5千8百万円（同12.4％増）、附帯
作業料166億2千5百万円（同12.7％増）、手数料9千2百万円（同16.6％増）であります。

利益面におきましては、増収による影響により、営業利益は34億3千2百万円（前連結会計
年度比53.7％増）、経常利益は37億4千5百万円（同35.2％増）、親会社株主に帰属する当
期純利益は21億6千8百万円（同31.9％増）となりました。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中における設備投資の総額は7億9千9百万円であり、その主なものは次の
とおりであります。
・倉庫の増築及び改修工事

・荷役・輸送機器
③　資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

⑵　財産及び損益の状況

区 分 第 93 期
(2016年３月期)

第 94 期
(2017年３月期)

第 95 期
(2018年３月期)

第 96 期
(当連結会計年度)
(2019年３月期)

売 上 高(百万円) 46,351 42,962 46,870 51,133
経 常 利 益(百万円) 2,056 1,863 2,769 3,745
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 1,229 1,132 1,644 2,168
１株当たり当期純利益 (円) 49.58 45.67 66.29 87.43
総 資 産(百万円) 43,067 43,176 45,062 45,237
純 資 産(百万円) 30,323 30,860 32,391 33,363
１株当たり純資産額 (円) 1,189.08 1,208.08 1,266.78 1,302.98
（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年２月16日)等を当連結会

計年度の期首から適用しており、前連結会計年度の総資産の金額については、当該会計基準等を遡っ
て適用した後の金額となっております。

－ 3 －



⑶　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 コ ク サ イ 物 流 50,000
千円 38.0

〔48.0
％
％〕 物流事業

I S E W A N  E U R O P E  G m b H 1,750千EUR 100％ 物流事業
I S E W A N  U . S . A .  I N C . 1,000千USD 100％ 物流事業
伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司 1,500千USD 100％ 物流事業
I S E W A N  ( H . K . )  L I M I T E D 1,500千HKD 100％ 物流事業

ISEWAN(THAILAND)CO.,LTD. 255,000千THB 49.0
〔51.0

％
％〕 物流事業

P T . I S E W A N  I N D O N E S I A 23,000千USD 100％ 物流事業
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司 2,000千USD 100％ 物流事業

ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V. 186,000千MXN 100
（0.5

％
％） 物流事業

台 灣 伊 勢 湾 股 份 有 限 公 司 25,000千TWD 100％ 物流事業
（注）１．議決権比率欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
　　　２．議決権比率欄の〔　〕内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数であります。

⑷　対処すべき課題
今後のわが国の経済は、輸出や生産の動きに一部弱さが残るものの、各種経済対策の効果も

あり、雇用情勢や所得環境の改善が続くなかで、緩やかな回復が続くことが期待されておりま
す。一方、海外におきましては、米国の通商問題及び今後の政策並びに中国経済の動向の影響
により、今後の世界経済が下振れする懸念材料も多く、先行きは不透明な状況が続くことが予
想されます。

当社グループを取り巻く物流業界におきましても、働き方改革関連法案の施行に伴い変革の
時を迎えており、施設及び設備の機能強化を図り、作業効率を高めていくことが重要であると
考えております。また、企業価値向上に向けて、「人材育成」と「グローバルな海外展開」の
２本柱を最重要課題として、従業員１人１人の個性を伸ばし、安心して仕事に専念できる環境
づくりや、海外でのビジネスチャンスの発掘を実現するため、アンテナを高く掲げ情報の収集
や管理を行い、また当社グループのネットワークを最大限活用できるよう顧客のニーズに的確
に応えた積極的な営業活動を推進していく所存でございます。

株主各位におかれましては、従来に増してご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげま
す。
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⑸　主要な事業内容（2019年３月31日現在）
当社グループは、主に以下の事業を行っております。
・港湾運送事業
・倉庫業
・海上運送業
・陸上運送業
・通関業
・航空運送代理店業
・梱包業
・一般廃棄物及び産業廃棄物の運送並びに再生処理業

⑹　主要な事業所 （2019年３月31日現在）
①　当社の主要な事業所

　国　内： 本 社 名古屋市港区
東 京 支 店 東京都江東区
大 阪 支 店 大阪市中央区
東 海 支 店 愛知県東海市
豊 橋 支 店 愛知県豊橋市
富 山 支 店 富山県射水市
信 越 支 店 長野県諏訪市
セントレア支店 愛知県常滑市
金城事業所・空見事業所・稲永事業所・東名港事業所・
東名港鋼材センター 〔以上名古屋市港区〕、
西名港事業所・西四区梱包所・西部事業所 〔以上愛知県海部郡〕、
弥富事業所・弥富梱包所 〔以上愛知県弥富市〕

　海　外： 北京事務所 〔中国〕
大連事務所 〔中国〕

②　子会社
　国　内： 株式会社コクサイ物流　〔名古屋市港区〕
　海　外： ISEWAN EUROPE GmbH　〔ドイツ〕

ISEWAN U.S.A. INC.　〔米国〕
伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司　〔中国〕
ISEWAN（H.K.）LIMITED　〔中国〕
ISEWAN（THAILAND）CO.,LTD.　〔タイ〕
PT.ISEWAN INDONESIA　〔インドネシア〕
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司　〔中国〕
ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V.　〔メキシコ〕
台灣伊勢湾股份有限公司　〔台湾〕
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⑺　従業員の状況（2019年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

1,204名 2名増

（注）従業員数は就業人員であります。
②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

724名 3名増 41.5歳 17.4年

（注）従業員数は就業人員であります。

⑻　主要な借入先（2019年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,150百万円
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2019年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 50,000,000株
②　発行済株式の総数 27,487,054株
③　株主数 3,003名
④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

五 洋 海 運 株 式 会 社 6,112千株 23.57％

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
(PRINCIPAL ALL SECTOR SUBPORTFOLIO)
常 任 代 理 人  株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

1,287 4.96

伊 勢 湾 陸 運 株 式 会 社 1,143 4.41

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社
常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 970 3.74

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社
常 任 代 理 人  資 産 管 理 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 信 託 銀 行 株 式 会 社 957 3.69

伊 勢 湾 海 運 取 引 先 持 株 会 932 3.59

伊 勢 湾 海 運 従 業 員 持 株 会 800 3.08

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 679 2.62

株 式 会 社 ノ リ タ ケ カ ン パ ニ ー リ ミ テ ド 561 2.16

株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 460 1.77

（注）１．当社は、自己株式を1,562,611株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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⑵　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2019年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 伊 藤 　 正
㈱コクサイ物流　代表取締役社長
五洋海運㈱　代表取締役社長
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司　監事
台灣伊勢湾股份有限公司　監察人

代 表 取 締 役 社 長 後 藤 正 三

㈱コクサイ物流　取締役
五洋海運㈱　取締役
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司　董事長
ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V.　取締役会長
台灣伊勢湾股份有限公司　董事長

専 務 取 締 役 堀 﨑 健 治 新日鐵住金事業・鉄鋼事業・現業管理部、
東海・富山支店統括

専 務 取 締 役 森 　 光 男
港運事業・国際事業・倉庫管理部、セントレア支店、
欧州ﾌﾞﾛｯｸ、台湾統括
ISEWAN EUROPE GmbH　取締役社長

専 務 取 締 役 髙 見 昌 伸
輸入事業部、大阪支店、中国ブロック統括
伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司　董事長
ISEWAN（H.K.）LIMITED　董事長

常 務 取 締 役 角 　 重 人 海運事業・コンテナ事業部統括

常 務 取 締 役 髙 橋 昭 彦 総務・経理部、内部統制・AEO管理室統括

取 締 役 富 田 英 治 (一財)国際臨海開発研究センター　理事長

取 締 役 野 孝 一 (公財)交通遺児等育成基金　専務理事

常 勤 監 査 役 中 野 正 芳

監 査 役 水 野 　 聡 弁護士

監 査 役 中 村 誠 一 公認会計士

　(注)　１．専務取締役髙見昌伸氏は、2019年４月１日付をもって当社代表取締役専務に就任しております。
２．取締役髙橋昭彦、 野孝一、監査役中野正芳の３氏は、2018年６月28日開催の第95回定時株主総会

において新たに選任され、就任いたしました。
３．取締役富田英治、 野孝一の両氏は、社外取締役であります。
４．監査役水野聡、中村誠一の両氏は、社外監査役であります。
５．監査役中村誠一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
６．当社は取締役富田英治、 野孝一、監査役水野聡、中村誠一の４氏を名古屋証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

内 田 啓 二 2 0 1 8 年 6 月 2 8 日 辞任 取締役

山 内 　 哲 2 0 1 8 年 6 月 2 8 日 辞任 常勤監査役

③　責任限定契約の内容の概要
　　　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第　
　　423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております。
④　取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

10名
(3)

385,200千円
(13,900)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4
(2)

43,100
(12,500)

合 計
（ う  ち  社 　 外 　 役  員 ）

14
(5)

428,300
(26,400)

　(注)　１．取締役の報酬限度額は、2017年６月29日開催の第94回定時株主総会において月額４千万円以内と決
議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、2007年６月28日開催の第84回定時株主総会において月額５百万円以内と決
議いただいております。

⑤　社外役員に関する事項
1）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　　取締役富田英治氏は、(一財)国際臨海開発研究センター理事長であります。
　　取締役 野孝一氏は、(公財)交通遺児等育成基金専務理事であります。
　　監査役水野聡氏は、みずの総合法律事務所の所長であります。
　　監査役中村誠一氏は、公認会計士中村誠一事務所の所長であります。
　　当社と各社外取締役及び各社外監査役の兼職先との間には特別な関係はありません。
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2）当事業年度における主な活動状況
役 職 及 び 氏 名 活 動 状 況

取 締 役 富 田 英 治

当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回に出席いた
しました。運輸行政において港湾・航路の整備等、経歴を通じ
て培った港湾におけるハード面についての高い見識と豊富な
経験等を有しており、当社の経営全般に関して専門的見地から
適切な助言・発言を行っております。

取 締 役 野 孝 一

2018年６月28日就任以降開催された取締役会６回のうち６回
に出席いたしました。運輸行政において主に企画・政策に携わ
り、経歴を通じて培った物流におけるソフト面についての高い
見識と豊富な経験等を有しており、当社の経営全般に関して専
門的見地から適切な助言・発言を行っております。

監 査 役 水 野 　 聡
当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回に出席し、監
査役会10回のうち10回に出席いたしました。弁護士として特
に労働法・会社法における専門知識・経験等を有しており、専
門的見地から適切な助言・発言を行っております。

監 査 役 中 村 誠 一
当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回に出席し、監
査役会10回のうち10回に出席いたしました。公認会計士とし
て専門的見地から適切な助言・発言を行っております。
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⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ
②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,700千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 30,700

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が
適切であるかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいた
しました。

　　　３．当社海外子会社ISEWAN EUROPE GmbHについては、当社の会計監査人以外の監査法人（外国
におけるこの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選
定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及び
その理由を報告いたします。
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⑷　業務の適正を確保するための体制
取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制についての取締役会決議の決定内容の概要は以下のと
おりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1）コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程を定め、コンプライアンス推

進委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備及び維持を図ることとする。コンプライア
ンス規程第５条に役員及び従業員の義務を定め、この遵守を図り、また、社内イントラネッ
トの掲示板においてコンプライアンスガイドブックを取締役及び従業員に対し掲示し、周知
徹底を図ることとする。

2）取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見
した場合には直ちに通報窓口に報告するものとし、通報処理責任者は速やかに常勤監査役に
報告するものとする。

3）法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内通報体制として、公益通
報者保護規程を定め、不正行為等の早期発見と是正を図り、コンプライアンス経営の強化を
目的とする。

4）監査役は当社の法令遵守体制及び公益通報者保護規程の運用に問題があると認めるときは、
取締役会に意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。

5）内部監査を担当する部署として「内部監査室」を設置し、監査方針・監査計画・監査内容
を定期的に取締役会並びに監査役会に報告する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、文書管理規程に基づきその

保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理（廃棄を含む）することと
し、法令及びその他関連規程に基づき保管期間を設け閲覧可能な状態を維持することとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1）リスク管理体制の基礎として、リスクマネジメント規程を定め、個々のリスクについての

管理責任者を決定し、同規程に従ったリスクマネジメント体制を構築している。不測の事態
が発生した場合には同規程の定めにより設置している委員長、副委員長及び委員で構成する
リスクマネジメント委員会が、関連委員会及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチー
ムと連携し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整えること
とする。

2）当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、以下ｱ)からｻ)のリスクを認識し、リスクマ
ネジメント委員会がその把握と管理を行うこととする。
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ｱ）会社の過失により取引先及び顧客に多大なる損害を与えたとき
ｲ）火災、地震、風水害等によって多大の損害を受けたとき
ｳ）重大な労働災害を発生させたとき
ｴ）営業上きわめて重要な情報が外部に流失、漏洩したとき
ｵ）重要な取引先が倒産したとき
ｶ）コンピュータ障害により営業上多大なる損害を顧客に与えたとき
ｷ）不慮の事件・事故により相当数の従業員の生命又は健康が危機にさらされたとき
ｸ）経営幹部が誘拐又は殺害されたとき
ｹ）株式が買い占められたとき
ｺ）不本意にして法律違反を犯し、その責任を問われたとき、もしくは行政処分を受けたとき
ｻ）その他会社の存続に関わる重大な事案が発生したとき

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役

会を定期的に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及
び経営戦略に関わる重要事項については事前に会長、社長、専務、常務によって議論を行い、
取締役会の審議を経て執行決定を行うものとする。

2）取締役会の決定に基づく業務執行については、執行者あるいは執行部署を任命するものと
する。

⑤　当社及び子会社等（以下、併せて「グループ会社」という）から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制
1）グループ会社における業務の適正を確保するための、グループ各社に内部統制責任者及び

内部統制リーダーを置き、「内部統制室」と連携して、グループ全体の内部統制システムの
整備及び維持を図ることとする。

2）グループ会社の職務の適法性、企業倫理性及び財務報告の信頼性を確保するために、内部
監査室が定期又は必要なときに内部監査を実施することとする。

3）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制
　当社は、関係会社管理規程に従い、子会社が重要事項を行うときは関係書類の提出を求
め、取締役会に報告することになっている。また、子会社の経営内容を把握するために、決
算関係書類等の提出を求めることとしている。
　なお、海外子会社については、月次の「業務報告書」を社長及び常勤監査役に提出するも
のとする。
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4）子会社の損失の危険の管理に関する規程その体制
　当社は、関係会社管理規程を制定し、子会社が重要事項を行うときは取締役会に報告する
ことになっている。また、グループ会社の事業及び業務の遂行を阻害する行為が子会社等に
あると認めるときはリスクマネジメント規程に従い必要な措置を講じることが可能な体制
としている。

5）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　子会社の社長、取締役、ジェネラルマネジャー等は、当社の管理職以上の者が兼務し、当
社の意思決定及び意思疎通が図られている。また、関係会社管理規程にある重要事項以外に
関する決裁権限を委任することで意思決定の迅速化を図っている。

6）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
　グループ会社は、共通の経営理念を持ち、全従業員の意識向上の啓蒙を図っている。ま
た、コンプライアンスガイドブックにより、法令遵守の周知を図っている。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人（以下、「監査役スタッフ」という）に関する事項
監査役の職務を補助する者として監査役スタッフを配置するものとする。

⑦　監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役スタッフの独立性を確保するため、監査役スタッフの任命、異動等人事権に係る事

項の決定には常勤監査役の事前の同意を得ることとする。
⑧　監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は監査役スタッフに関し、監査役の職務を補助するに際しての監査役スタッフへの指
揮命令権は各監査役に属するものとする。

⑨　当社の取締役及び使用人又は子会社の取締役等から報告を受けた者が監査役に報告をするた
めの体制、その他の監査役への報告に関する体制

監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出席し、意見を述べることができることとす
る。

当社の取締役及び使用人又は子会社の取締役等から報告を受けた者が、監査役に報告すべ
き事項及び時期については、法定の事項に加え当社及び子会社の業務又は業績に影響を与え
る重要な事項について監査役に都度報告するものとする。また、監査役は必要に応じて、当
社及び子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとする。
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⑩　監査役への報告者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す
るための体制

当社は、監査役からの報告の求めに従った監査役への報告者に対し、当該報告を行ったこ
とを理由とした不利益な取扱いを禁止している。また、取締役及び使用人が公益通報者保護
規程に基づき自主的に常勤監査役へ報告した際も、不利益な取扱いがなされることを禁じて
いる。

⑪　監査費用等の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の

前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必
要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものとする。

⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は内部統制室、内部監査室及び会計監査人と連携を強化し、監査の実効性を図るこ

ととする。また、監査役及び監査役会は代表取締役、会計監査人と定期的に会合を持ち意思
の疎通を図ることとする。

⑬　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は「行動指針」において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団

体とは一切の関係を遮断し、これらの活動を助長するような行為は行わない。また、これら
勢力及び団体とトラブル等が発生した場合は企業をあげて立ち向かう旨を定めている。

　　また、反社会的勢力排除に向けて、下記の体制を整備・運用することとする。
1）反社会的勢力対応の所管部署を総務部とし、社内対応における緊急報告・連絡体制の確立
2）弁護士、警察、暴力追放対策機関との連携体制の確保
3）所管警察署の指導協力を得て社員に対する教育・啓蒙の実施

⑸　業務の適正を確保するための体制の運用状況
①　コンプライアンスについて

　当社の役員及び従業員はコンプライアンスガイドブックを社内イントラネットの掲示板に
　ていつでも閲覧できる環境下にあり、実務幹部会で定期的にコンプライアンスに関する啓発
　活動を行っている。また、コンプライアンスへの理解を深めるための教育及び研修を行い、
　法令及び定款を遵守するため継続的な取組に努めている。

②　取締役の職務の執行について
　取締役会を８回開催し、法令及び定款に定められた事項や経営に関する重要事項の決定、

　業務執行状況の報告及び監督を行っている。
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③　子会社における業務の適正の管理について
　当社の取締役、執行役員及び管理職以上の者が子会社各社の役員を兼務しており、子会社

　取締役の職務執行を監督し、当社と子会社間において共通認識のもと経営を進めている。ま
　た、海外子会社については、毎月「業務報告書」を提出させ、経営内容等の把握に努めてい
　る。

④　監査役の職務の執行について
　監査役会を10回開催し、監査方針及び監査計画の決定や職務の執行状況の報告を行うとと

　もに、監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査している。また、
　監査役は内部統制室、内部監査室及び会計監査人と４回会合を開き定期的に意見交換を行い、
　意思疎通を図っている。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,755,703
8,862,896
7,904,793
1,014,125
△26,112

27,482,236
21,197,887
7,138,860

833,045
12,693,643

100,303
200,880
231,155
37,483
37,483

6,246,865
3,496,309

1,660
1,070,764
1,141,887

592,070
△55,825

流 動 負 債 7,299,611
買 掛 金 3,587,287
短 期 借 入 金 63,060
１年内返済予定の長期借入金 685,198
リ ー ス 債 務 53,038
未 払 法 人 税 等 796,935
賞 与 引 当 金 881,909
そ の 他 1,232,181

固 定 負 債 4,575,063
長 期 借 入 金 752,595
リ ー ス 債 務 73,361
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,249,139
資 産 除 去 債 務 218,569
そ の 他 281,398

負 債 合 計 11,874,674
純 資 産 の 部

株 主 資 本 31,734,635
資 本 金 2,046,941
資 本 剰 余 金 1,464,060
利 益 剰 余 金 29,441,818
自 己 株 式 △1,218,184

その他の包括利益累計額 586,893
その他有価証券評価差額金 841,607
為 替 換 算 調 整 勘 定 △176,957
退職給付に係る調整累計額 △77,755

非 支 配 株 主 持 分 1,041,736
純 資 産 合 計 33,363,265

資 産 合 計 45,237,940 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,237,940
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 51,133,864
売 上 原 価 39,867,882

売 上 総 利 益 11,265,982
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,833,092

営 業 利 益 3,432,889
営 業 外 収 益

受 取 利 息 46,091
受 取 配 当 金 87,548
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 22,067
受 取 賃 貸 料 107,303
そ の 他 186,927 449,938

営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,206
為 替 差 損 119,817
減 価 償 却 費 5,253
そ の 他 1,514 137,791
経 常 利 益 3,745,036

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,509
関 係 会 社 清 算 益 74,964
関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 87,460 168,933

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 7,522
固 定 資 産 除 却 損 6,969
減 損 損 失 481,581
投 資 有 価 証 券 評 価 損 39,593 535,666

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,378,303
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,353,716
法 人 税 等 調 整 額 △256,251 1,097,464
当 期 純 利 益 2,280,838
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 112,029
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,168,808
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連結株主資本等変動計算書

（2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分 純資産合計

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合 計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,046,941 1,464,060 27,947,057 △1,217,822 30,240,235 1,116,831 237,452 △170,207 1,184,075 967,186 32,391,498

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △674,047 △674,047 △674,047

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,168,808 2,168,808 2,168,808

自 己 株 式 の 取 得 △361 △361 △361

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

△275,224 △414,409 92,452 △597,181 74,549 △522,632

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,494,760 △361 1,494,399 △275,224 △414,409 92,452 △597,181 74,549 971,766

当 期 末 残 高 2,046,941 1,464,060 29,441,818 △1,218,184 31,734,635 841,607 △176,957 △77,755 586,893 1,041,736 33,363,265
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貸　借　対　照　表
（2019年３月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
船 舶
車 両 運 搬 具
器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
保 証 金
会 員 権
貸 倒 引 当 金

13,581,717
5,571,309

412,495
6,719,867

176,413
717,864

△16,232
27,702,645
15,359,287
4,682,051

181,562
339,570

472
90,765

135,796
9,662,580

65,607
200,880
21,988
21,988

12,321,370
3,037,138
3,826,442

1,360
583,231
958,764

2,760,000
33,458
66,448

1,017,717
283,131
90,910

△337,233

流 動 負 債 6,520,203
買 掛 金 3,461,306
１年内返済予定の長期借入金 599,988
リ ー ス 債 務 33,628
未 払 金 332,471
未 払 費 用 257,061
未 払 法 人 税 等 669,467
預 り 金 237,221
賞 与 引 当 金 785,000
そ の 他 144,057

固 定 負 債 4,039,110
長 期 借 入 金 550,049
リ ー ス 債 務 48,185
長 期 未 払 金 246,158
退 職 給 付 引 当 金 2,974,491
資 産 除 去 債 務 218,569
そ の 他 1,656

負 債 合 計 10,559,314
純 資 産 の 部

株 主 資 本 29,908,462
資 本 金 2,046,941
資 本 剰 余 金 1,374,676

資 本 準 備 金 1,374,650
そ の 他 資 本 剰 余 金 25

利 益 剰 余 金 27,295,760
利 益 準 備 金 511,735
そ の 他 利 益 剰 余 金 26,784,024

固定資産圧縮積立金 627,473
特 別 償 却 準 備 金 14,602
別 途 積 立 金 22,160,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,981,949

自 己 株 式 △808,915
評 価 ・ 換 算 差 額 等 816,586

その他有価証券評価差額金 816,586
純 資 産 合 計 30,725,048

資 産 合 計 41,284,363 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,284,363
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損　益　計　算　書

（2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 44,690,494
売 上 原 価 36,238,048

売 上 総 利 益 8,452,446
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,861,846

営 業 利 益 2,590,599
営 業 外 収 益

受 取 利 息 54,899
受 取 配 当 金 213,838
受 取 賃 貸 料 132,032
そ の 他 121,061 521,832

営 業 外 費 用
支 払 利 息 4,481
為 替 差 損 27,712
減 価 償 却 費 5,253
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 274,613
そ の 他 15 312,076
経 常 利 益 2,800,355

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 694
関 係 会 社 清 算 益 74,964 75,658

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,663
減 損 損 失 481,581
投 資 有 価 証 券 評 価 損 39,593
関 係 会 社 株 式 評 価 損 63,039
関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 217,904 808,781

税 引 前 当 期 純 利 益 2,067,232
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,036,000
法 人 税 等 調 整 額 △260,937 775,062
当 期 純 利 益 1,292,169
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株主資本等変動計算書

（2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本
評 価 ・
換 算
差 額 等

純資産合計
資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

特別償却
準 備 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,046,941 1,374,650 25 1,374,676 511,735 659,437 21,908 21,260,000 4,224,555 26,677,637 △808,553 29,290,700 1,086,023 30,376,724

事業年度中の
変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩 △31,964 31,964 － － －

特別償却準
備金の取崩 △7,306 7,306 － － －

別途積立金
の 積 立 900,000 △900,000 － － －

剰余金の配当 △674,047 △674,047 △674,047 △674,047

当期純利益 1,292,169 1,292,169 1,292,169 1,292,169

自己株式の取得 △361 △361 △361

株主資本以外の
項目の事業年度
中 の 変 動 額
（純額）

△269,436 △269,436

事業年度中の変動額
合 計 － － － － － △31,964 △7,306 900,000 △242,606 618,122 △361 617,761 △269,436 348,324

当 期 末 残 高 2,046,941 1,374,650 25 1,374,676 511,735 627,473 14,602 22,160,000 3,981,949 27,295,760 △808,915 29,908,462 816,586 30,725,048
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月14日
伊勢湾海運株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 橋 寿 佳 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 見 彰 則 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、伊勢湾海運株式会社の２０１８年４
月１日から２０１９年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、伊勢湾海運株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 23 －



計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2019年５月14日
伊勢湾海運株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 橋 寿 佳 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 増 見 彰 則 ㊞

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、伊勢湾海運株式会社の２０１
８年４月１日から２０１９年３月３１日までの第９６期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を
行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成30年4月1日から平成31年3月31日までの第96期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査室、内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

－ 25 －



２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和元年５月15日
伊 勢 湾 海 運 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 中 野 正 芳 ㊞
社 外 監 査 役 水 野 　 聡 ㊞
社 外 監 査 役 中 村 誠 一 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

１．期末配当に関する事項
当社の株主の皆様に対する配当は、長期にわたり安定的な経営基盤の確保に努めるとともに

安定的な配当を継続していくことを基本方針として位置づけており、第96期の期末配当につき
ましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
金銭といたします。

②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は285,168,873円となります。
また、これにより、中間配当金15円（普通配当11円、設立70周年記念配当4円）とあ

わせて年間26円となります。
③　剰余金の配当が効力を生じる日

2019年６月28日といたしたいと存じます。
２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、以
下のとおりといたしたいと存じます。

①　減少する剰余金の項目とその額
繰越利益剰余金　600,000,000円

②　増加する剰余金の項目とその額
別途積立金　　　600,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件
　１．提案の理由

　①　当社の今後の事業展開を鑑み、事業内容の明確化を図るとともに、事業内容の多様化に対応
　　するため、現行定款第２条（目的）につきまして、「土木・建築工事業」を追加するものであ
　　ります。
　②　「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正
　　する法律」が2015年９月30日に施行され、特定労働者派遣事業と一般労働者派遣事業の区別
　　が廃止されましたので、現行定款第２条（目的）の「特定労働者派遣事業」から「労働者派遣
　　事業」に変更するものであります。
　③　取締役会の独立性及び実効性の向上並びにコーポレートガバナンス体制の強化を目的として
　　取締役の増員が可能となるよう、現行定款第20条の取締役の員数を10名から15名に５名増員
　　するものであります。

　２．変更の内容
　　　変更の内容は次のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案
　（目　　的） 　（目　　的）
第２条　当会社は、つぎの事業を営むことを目的と

する。
第２条　　　　 （現行どおり）

(1)～(10)  （条文省略） (1)～(10)　（現行どおり）

（新　　設）

　　(11) 特定労働者派遣事業

　　(11) 土木・建築工事業

　　(12) 労働者派遣事業

　　(12)～(13)　（条文省略）

　　　　　第４章　取締役および取締役会
　　(員　　数)
第20条　当会社に、取締役10名以内を置く。

　　(13)～(14)　(現行どおり)

　　　　　第４章　取締役および取締役会
　　(員　　数)

　第20条　当会社に、取締役15名以内を置く。

－ 28 －



第３号議案　取締役１２名選任の件
　取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、第２号議案
が原案どおり承認可決されることを条件に経営体制強化のため３名増員し、取締役１２名の選任をお
願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

い
伊

とう
藤

 
　

ただし
正

(1936年３月６日)

1961年２月 清瀬運輸株式会社入社

125,234株

〔現　五洋海運株式会社〕
1985年６月 同社専務取締役
1987年10月 当社入社　社長室長
1988年６月 当社常務取締役
1989年６月 当社専務取締役
1996年６月 当社取締役副社長
1997年５月 当社代表取締役社長
2011年４月 当社代表取締役会長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社コクサイ物流　代表取締役社長
五洋海運株式会社　代表取締役社長
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司　監事
台灣伊勢湾股份有限公司　監察人

【取締役候補者とした理由】
　伊藤正氏は、当社代表取締役として長年にわたり、当社グループの経営をリードし、豊富な経験と
実績を有することから、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、
取締役候補者としました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

ご
後

とう
藤

しょう
正

ぞう
三

(1947年11月２日)

1971年４月 当社入社

108,951株

1997年４月 当社新日本製鐵事業部長
2001年６月 当社取締役
2006年６月 当社常務執行役員
2007年６月 当社常務取締役
2010年４月 当社専務取締役
2010年11月 当社代表取締役専務
2011年４月 当社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社コクサイ物流　取締役
五洋海運株式会社　取締役
伊勢湾（上海）国際貨運代理有限公司　董事長
ISEWAN DE MEXICO S.A. DE C.V.　取締役会長
台灣伊勢湾股份有限公司　董事長

【取締役候補者とした理由】
　後藤正三氏は、2011年に当社代表取締役社長に就任して以来、企業価値向上を目指し強いリーダ
ーシップを発揮してきた豊富な経験と実績を有することから、重要な業務執行の決定及び取締役の職
務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としました。

３

たか
髙

み
見

まさ
昌

のぶ
伸

(1951年11月９日)

1974年４月 当社入社

33,528株

1999年４月 当社大阪支店支店長代理（部長）
2007年４月 当社執行役員輸入事業部長、中国担当
2011年４月 当社常務執行役員
2015年６月 当社常務取締役
2017年４月 当社専務取締役
2019年４月 当社代表取締役専務（現任）
〔担当〕

輸入事業部、大阪支店、中国ブロック　統括

（重要な兼職の状況）
伊勢湾（広州）国際貨運代理有限公司　董事長
ISEWAN (H.K.) LIMITED　董事長

【取締役候補者とした理由】
　髙見昌伸氏は、輸入事業部及び中国を中心とした海外部門における豊富な経験と実績を有すること
から、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者とし
ました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

４

ほり
堀

さき
﨑

けん
健

じ
治

(1954年９月18日)

1982年３月 当社入社

45,316株

2005年４月 当社新日本製鐵事業部長
2007年４月 当社執行役員新日本製鐵事業部長
2011年４月 当社常務執行役員
2014年６月 当社常務取締役
2017年４月 当社専務取締役（現任）
〔担当〕

日本製鉄事業部、鉄鋼事業部、現業管理部、東海支店、
富山支店、メキシコ、インドネシア、タイ　統括

【取締役候補者とした理由】
　堀﨑健治氏は、日本製鉄事業部及び鉄鋼事業部における豊富な経験と実績を有することから、重
要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としました。

５

もり
森

 
　

みつ
光

お
男

(1954年７月10日)

1977年４月 当社入社

43,537株

2005年４月 当社部長
2010年４月 当社執行役員欧州担当
2012年４月 当社常務執行役員
2014年６月 当社常務取締役
2017年４月 当社専務取締役（現任）
〔担当〕

港運事業部、国際事業部、倉庫管理部、セントレア支店、
欧州ブロック、台湾　統括

（重要な兼職の状況）
ISEWAN EUROPE GmbH　取締役社長

【取締役候補者とした理由】
　森光男氏は、港運事業部及び欧州を中心とした海外部門における豊富な経験と実績を有することか
ら、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としま
した。

－ 31 －



候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

６

すみ
角

 
　

しげ
重

と
人

(1956年６月１日)

2012年９月 当社入社

13,096株

2013年10月 当社執行役員海運事業部長
2015年10月 当社常務執行役員
2017年 6 月 当社常務取締役（現任）
〔担当〕

海運事業部、コンテナ事業部　統括
【取締役候補者とした理由】
　角重人氏は、海運事業部及びコンテナ事業部における豊富な経験と実績を有することから、重要な
業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としました。

７

たか
髙

はし
橋

あき
昭

ひこ
彦

(1960年２月４日)

1983年４月 当社入社

37,435株

2006年４月 当社総務部長
2010年４月 当社執行役員総務部長
2015年４月 当社常務執行役員
2018年 6 月 当社常務取締役（現任）
〔担当〕

総務部、経理部、内部統制室、AEO管理室　統括
【取締役候補者とした理由】
　髙橋昭彦氏は、総務部及び内部統制室における豊富な経験と実績を有することから、重要な業務執
行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としました。

８

新　任

まつ
松

なみ
波

ゆう
雄

じ
治

(1955年９月８日)

1978年４月 当社入社

29,582株

2006年４月 当社輸入事業部長
2010年４月 当社執行役員国際事業部長
2012年４月 当社常務執行役員（現任）
〔担当〕

国際事業部　管掌、セントレア支店長
【取締役候補者とした理由】
　松波雄治氏は、国際事業部及び航空部門における豊富な経験と実績を有することから、重要な業務
執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

９

新　任

きよ
清

せ
瀬

かず
一

よし
義

(1961年10月16日)

1990年４月 当社入社

22,994株

2006年４月 当社部長
2010年４月 当社執行役員東京副支店長
2015年４月 当社常務執行役員(現任)
〔担当〕

東京支店長、信越支店　管掌
【取締役候補者とした理由】
　清瀬一義氏は、東京支店及び米国を中心とした海外部門における豊富な経験と実績を有することか
ら、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者としま
した。

１０

新　任

まつ
松

おか
岡

とも
智

あき
明

(1957年６月19日)

1982年４月 当社入社

20,826株

2010年４月 当社航空事業部長
2011年４月 当社執行役員新日本製鐵事業部長
2016年４月 当社常務執行役員(現任)
〔担当〕

日本製鉄事業部　管掌、東海支店長
【取締役候補者とした理由】
　松岡智明氏は、日本製鉄事業部及び欧米を中心とした海外部門における豊富な経験と実績を有する
ことから、重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督に適任であると判断し、取締役候補者
としました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１１

とみ
富

だ
田

えい
英

じ
治

(1955年１月27日)

1979年４月 運輸省入省
〔現　国土交通省〕

3,052株

2001年７月 国土交通省港湾局建設企画室長
2003年４月 人事院職員福祉局補償課長
2006年７月 国土交通省港湾局計画課長
2008年１月 中部地方整備局副局長
2009年７月 中部地方整備局長
2012年６月 当社社外取締役（現任）
2015年７月 一般財団法人国際臨海開発研究センター理事長

（現任）
【社外取締役候補者とした理由】
　富田英治氏は運輸行政において港湾・航路の整備等、経歴を通じて培った港湾におけるハード面に
ついての高い見識と豊富な経験を活かし、当社取締役会の意思決定機能や監査機能の実効的な強化に
貢献いただけることを期待しております。なお、同氏は過去に社外取締役となること以外の方法で会
社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切
に遂行できるものと判断し、社外取締役候補者としました。

１２

かん の こう いち
野 孝 一

(1959年２月26日)

1983年４月 運輸省入省

360株

〔現　国土交通省〕
1997年５月 北海道運輸局企画部長
2004年７月 中部運輸局企画振興部長
2013
2018
2018

年
年
年

６
６
６

月
月
月

海上保安庁第五管区海上保安本部長
公共財団法人交通遺児等育成基金専務理事(現任)
当社社外取締役(現任)

【社外取締役候補者とした理由】
　 野孝一氏は、運輸行政において主に企画・政策に携わり、経歴を通じて培った物流におけるソフ
ト面についての高い見識と豊富な経験を活かし、当社取締役会の意思決定機能や監査機能の実効的な
強化に貢献いただけることを期待しております。なお、同氏は過去に社外取締役となること以外の方
法で会社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務
を適切に遂行できるものと判断し、社外取締役候補者としました。

（注）１．　特別の利害関係を有する者は次のとおりです。
　　　　　 (1) 取締役候補者伊藤正氏は、株式会社コクサイ物流の代表取締役社長並びに五洋海運株式会社の代

表取締役社長を兼務しており、当社と両社との間にはそれぞれ港湾運送業務等の取引関係がありま
す。

　　　　　 (2) その他の各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
　　　２．　富田英治、 野孝一の両氏は社外取締役候補者であります。
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　　　３．　富田英治氏は現在当社社外取締役であり、在任期間は本総会の終結の時をもって７年であります。
また、 野孝一氏も現在当社社外取締役であり、在任期間は本総会の終結の時をもって１年でありま
す。

　　　４．　当社は、富田英治、 野孝一の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。なお、両氏の再任が承認された場
合には、当該契約を継続する予定であります。

　　　５．　当社は、富田英治、 野孝一の両氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出てお
ります。両氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

第４号議案　取締役及び監査役の報酬額改定の件
　　当社の取締役の報酬額は、2017年６月29日開催の第94回定時株主総会において、月額４千万円

以内、当社の監査役の報酬額は、2007年６月28日開催の第84回定時株主総会において、月額５百
万円以内と決議いただき今日に至っております。このたび、経営体制の強化を図るため取締役を３
名増員すること及び年間を通じた機動的な運用を可能とするため、現行の月額の定めから年額の定
めに改めることに伴い、取締役の報酬額を年額８億円以内（うち社外取締役分２千万円以内）、監
査役の報酬額を年額６千万円以内と改めさせていただきたいと存じます。

　　なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締役の使用人分給与は含まないものといた
したいと存じます。

　　また、現在の取締役は９名（うち社外取締役２名）、監査役は３名でありますが、第２号議案及
び第３号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役は１２名（うち社外取締役２名）となりま
す。監査役の員数は変更ありません。

以　上
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